
○粕屋町ネーミングライツ事業実施要綱 

(令和 8 年 5 月 14 日要綱第 38 号) 

改正 令和 8 年 6 月 12 日要綱第 40 号 
 

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、町の施設、町のイベント等(以下これらを「施設等」と

いう。)に対する命名権を付与し、その対価を得るネーミングライツ事業の

実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(1) 事業者 法人格を有する団体等をいう。 

(2) ネーミングライツ 施設等に愛称を命名する権利をいう。 

(3) ネーミングライツパートナー ネーミングライツを付与された事業者

をいう。 

(4) 愛称 ネーミングライツパートナーが命名した名称をいう。 

(5) ネーミングライツ料 ネーミングライツパートナーから得るネーミン

グライツの対価をいう。 

(基本原則) 

第 3 条 ネーミングライツ事業は、施設等の本来の目的に支障を生じさせな

い方法により実施するとともに、対象となる施設等の公共性を考慮し、社会

的な信頼性及び公平性を損なわないように実施しなければならない。 

2 条例等に定める施設等の名称については、変更しないものとする。 

3 ネーミングライツに基づき愛称が命名されたときは、町は、愛称を積極的

に使用するものとする。ただし、必要に応じて、愛称ではなく条例等に定め

る施設等の名称を使用することができる。 

4 ネーミングライツ料は、原則として当該施設等の管理運営経費又は事業費

に充てるものとする。 

(応募資格) 

第 4 条 ネーミングライツ事業への応募資格を有する事業者は、次の各号の

いずれにも該当しない事業者とする。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23 年法律第

122 号)に規定する風俗営業を営んでいる者 

(2) 貸金業法(昭和 58 年法律第 32 号)に規定する貸金業を営んでいる者 



(3) たばこに係る業種の者 

(4) ギャンブルに係る業種の者 

(5) 法律に定めのない医療類似行為を行う者 

(6) 民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続又は会社更生

法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続の申立てがなされている者 

(7) 法令等に違反している者 

(8) 粕屋町指名停止等措置要綱(平成 13 年粕屋町要綱第 5 号)の規定によ

る指名停止措置の期間中である者 

(9) 市区町村民税を滞納している者 

(10) 粕屋町暴力団排除条例(平成 22 年粕屋町条例第 11 号)第 2 条に規定

する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

(11) 前各号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認める者 

(愛称の基準) 

第 5 条 愛称は、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

(1) 法令等に違反するもの又はそのおそれのあるもの 

(2) 公序良俗に反するもの又はそのおそれのあるもの 

(3) 知的財産を侵害するもの又はそのおそれのあるもの 

(4) 人権侵害、名誉棄損若しくは差別をするもの又はそのおそれのあるも

の 

(5) 政治性又は宗教性のあるもの 

(6) 意見広告又は個人の宣伝に関するもの 

(7) 誇大又は虚偽のおそれのあるもの 

(8) 前各号に掲げるもののほか、施設等の愛称として適当でないと町長が

認めるもの 

(対象となる施設等) 

第 6 条 ネーミングライツ事業の対象となる施設等は、町長が決定する。 

(ネーミングライツの付与期間) 

第 7 条 ネーミングライツを付与する期間は、原則として 3 年以上とし、施

設等の特性、運営形態等に応じて定めるものとする。 

(募集) 

第 8 条 ネーミングライツ事業の実施に当たっては、対象となる施設等を選

定の上、ネーミングライツパートナーとなる事業者を原則として公募するも



のとする。ただし、町長が公募によることが適当でないと判断する施設等に

ついては、公募によらないことができる。 

2 前項の公募は、町ホームページ又は広報紙への募集要項の掲載その他の方

法により行い、募集要項には、ネーミングライツを付与する期間、ネーミン

グライツ料その他必要な事項を記載するものとする。 

(応募) 

第 9 条 ネーミングライツパートナーに応募しようとする事業者(以下「応募

者」という。)は、別に定める申込書に次に掲げる書類を添えて、町長に提

出するものとする。 

(1) 別に定める誓約書 

(2) 応募者の事業内容がわかるもの 

(3) 登記事項証明書(現在事項証明書又は履歴事項証明書) 

(4) 印鑑証明書 

(5) 市区町村民税に滞納がないことを証明する書類 

(6) その他町長が必要と認めるもの 

(審査及び決定) 

第 10 条 町長は、前条の規定による申込みがあったときは、次条に規定する

ネーミングライツ審査委員会に諮った上で当該申込みの内容を審査し、ネー

ミングライツパートナーの候補者を決定するものとする。ただし、応募者の

いずれもが第 4 条及び第 5 条の規定に照らしてネーミングライツパートナー

として適当でないと認めるときは、ネーミングライツパートナーの候補者を

決定しないことができる。 

2 町長は、前項の規定によりネーミングライツパートナーの候補者の採否を

決定したときは、別に定める決定通知書により応募者に通知するものとする。 

(委員会の設置) 

第 11 条 ネーミングライツ事業に関して審査するため、ネーミングライツ審

査委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

(委員会の所掌事務) 

第 12 条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) ネーミングライツ事業を実施する施設等の候補を選定すること。 

(2) ネーミングライツ事業の募集要項を策定すること。 

(3) ネーミングライツパートナーの候補者を選定すること。 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、ネーミングライツ事業に関すること。 



2 委員会の庶務は、総務部財政課において処理する。ただし、審議を効率的

に行うために必要があると認めるときは、委員会は、その全部又は一部を審

議の対象となる施設等を所管する部署に処理させることができる。 

(委員会の組織) 

第 13 条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

2 委員長は、副町長を充て、委員会の会務を総理する。ただし、施設等の選

定数、規模等により、町長が委員長を指名することができる。 

3 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務

を代理する。 

4 委員は、次に掲げる職にある者を充てる。ただし、第 7 号の施設等の所管

課長は、委員長が指名した者とする。 

(1) 総務部長 

(2) 住民福祉部長 

(3) 都市政策部長 

(4) 教育部長 

(5) 総務部総合政策課長 

(6) 総務部財政課長 

(7) 施設等の所管課長 

(委員会の会議) 

第 14 条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招集し、その議

長となる。 

2 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

4 第 2 項の規定にかかわらず、委員長は、必要に応じ回議による審査をする

ことができる。 

5 委員会は、審議に関し必要があるときは、関係者の出席を求め意見を聞く

ことができる。 

(契約の締結) 

第 15 条 町長は、第 10 条第 1 項の規定によりネーミングライツパートナー

の候補者に決定した者との間で、ネーミングライツ事業に関する契約を随意

契約の方法により締結するものとする。 



2 町長は、前項に規定する契約の締結に当たっては、ネーミングライツパー

トナーの候補者と協議の上、申込書に記載された事業内容の一部を変更する

ことができるものとする。 

(ネーミングライツ料の納入) 

第 16 条 ネーミングライツパートナーは、ネーミングライツ料を町の発行す

る納付書により、年度ごとに一括で納入しなければならない。ただし、町長

が特に認めるときは、ネーミングライツパートナーと協議の上、支払方法、

納入額、納入時期等を別に定めることができる。 

(契約の解除) 

第 17 条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、ネーミングライツ

事業に関する契約を解除することができる。 

(1) 指定した期日までにネーミングライツ料の納入がないとき。 

(2) ネーミングライツパートナーが、法律、条例等に違反し、又はそのお

それがあると町長が認めたとき。 

(3) ネーミングライツパートナーの社会的又は経済的信用が著しく失墜す

る事由が発生したとき。 

(4) その他ネーミングライツ事業に支障があると町長が認めたとき。 

2 町長は、前項の規定により契約を解除するときは、別に定める契約解除通

知書によりネーミングライツパートナーに通知するものとする。 

3 第 1 項の規定により契約を解除した場合において、既に納入されたネーミ

ングライツ料は、返還しない。ただし、ネーミングライツパートナーの責め

に帰さない理由により契約を解除したときは、この限りでない。 

(その他) 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか、ネーミングライツ事業の実施に関し

必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則(令和 8 年 6 月 12 日要綱第 40 号) 

この要綱は、公布の日から施行する。 


